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新型コロナの世界経済への影響と展望

世界の新規感染者数のイメージ
（メインシナリオ）

世界の新規感染者数のイメージ
（サブシナリオ）

シナリオ別世界の成長率の予測世界各国の成長率の推計

 世界の主要国は、いち早く回復に転じた中国を除き、4～6月期に戦後最大の落ち込みを経験。その後、ロックダウン
の解除などにより回復に転じたものの、経済活動の再開とともに、感染者数も増加。感染拡大抑制と経済活動再開の
トレードオフの状況にある。

 コロナの抑制による経済の回復に2～3年を要し、その間もジグザグなW字型の回復を余儀なくされるとの見方も。
 世界経済の牽引役だった中国も、消費の回復が鈍いことに加え、米中摩擦の影響もあって、成長力は鈍化。
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コロナ禍で表面化、加速する構造変化①

新型コロナによるパンデミックは、世界の経済・社会に大きな影響を及ぼし、新たな日常といわれるような変化を引き起こ
しているが、同時にすでに顕在化していた様々な構造変化を加速させている。

①潜在成長率の低下リスク
• 外食などサービス産業では、感染防止のために座席数を間引くなどから効率性、生産性が低下
• 企業の救済は長期化すると人材や人の移動を阻害する恐れ
• グローバリゼーションの減速によって、輸出産業の成長力が低下

②デジタル化の加速
• ソーシャルディスタンスの確保、対面主義、書面主義の見直しなどから、オンラインやネットを通じたやり取り

が増加（eコマース、通販、持ち帰り、電子決済、オンライン診療、オンライン教育、テレワーク等）
• オンライン化が遅れていた行政手続きの電子化

政府の行政手続き等のオンライン化新型コロナで注目されるデジタル技術の例
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コロナ禍で表面化、加速する構造変化②

③働き方改革の加速
• コロナ禍で急拡大したテレワークは、アフターコロナでも一定程度定着
• 多様な働き方、多様な人材確保、多様な処遇など、働き方改革やオフィス環境の改革が加速

④米中対立の激化、グローバリゼーションの減速、世界の分断傾向の加速
• パンデミックにもかかわらず、感染拡大抑止に向けた国際協調体制も組めず
• コロナ禍を通じて米中関係はさらに悪化。アメリカは先端分野などで中国をデカップリングの動き
• 自国優先主義、保護主義の蔓延
• サプライチェーンの見直し、インバウンドなど人の動きの不活発化
• ただし、コロナ禍を機にユーロ圏が統合再強化に動き出すなど、分断を押しとどめる動きも

⑤財政負担の拡大、変わる金融政策の位置付け
• 売上落ち込み、所得減少の補填などから財政支出が拡大。経済の下支えのため支出の拡大傾向続けば財政規

律喪失の恐れ
• 実態は国の財政赤字を中央銀行が埋める財政ファイナンスの状況。金融政策の目標は金利コントロールに
• 今後、財政支出拡大のツケをだれが負担するのか（復興税？）について議論が不可避

⑥所得格差、貧困の拡大
• 欧米ではコロナ禍は、医療へのアクセス格差、失業の増加などを通じて、低所得増や貧困層を直撃。人種差

別問題なども絡み社会の分断を加速
• コロナ禍は非正規雇用者、フリーランス、中小企業を直撃

⑦自然環境と経済成長の両立
• コロナ禍と地球温暖化問題は、人間と自然との共生に関わる同根の問題であり、環境と経済成長の両立が改め
てクローズアップ
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ウィズコロナ、ポストコロナの政策課題

①感染拡大抑制と経済活動再開の両立
• ロックダウンでもウィルスは撲滅できない一方、経済の落ち込みに対する財政支援にも限界
• 検査体制の拡充と医療提供体制の確保
• 新たな日常下での経済活動水準の引き上げ

②潜在成長率の引き上げ
• 低下した潜在成長率を引上げる新たなエンジンが必要
• 日本は遅れていたデジタル革命を推進する最後のチャンス

 コロナ禍で、日本は改めてデジタル化の遅れを痛感
 趨勢的に低下する潜在成長率を引き上げるため、デジタル技術を活用して新商品・サービスを生み出

し、様々な社会の課題を解決する必要
 企業経営・組織のあり方から、人材育成・教育、行政のあり方まで、社会のあり方を変えていく必要。

• グリーンリカバリーを通じた環境と成長の好循環の形成
• 働き方改革、女性活躍、少子化対策の実を上げる必要

③財政・金融の出口戦略

④ポストコロナの新たな民主主義、資本主義の模索
• 貧困や所得格差の解消、社会的弱者孤立しがちな人、外国人などの社会的包摂のための教育の充実、コミュ

ニティの再生
• 国家統制経済vs自国優先・ポピュリズムでなく、新たな市場経済の形の模索

⑤分断される世界での日本の立ち位置
• 米中分断下で、分断を克服するために、新たな思考が求められる日本の外交（経済外交）

⑥地域経済活性化のチャンス
• 日本経済全体が外需依存の成長に限界。インバウンドの回復に時間かかるが、日本の地方の魅力アピールに

向けたビジネスモデル改革のチャンス。他方、アウトバウンド需要も国内向けるチャンス
• 都市集中リスクの分散。大都市と地方の人材・スキル面での連携の可能性
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